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事項 計画の概要 推進状況

第13章　 行財政運営及び金融
政策

第2節　 行政改革の推進 （1）国 ・地方を通じる行政改革の推進

（2桁政改革の一層の推進

○　 地方分権特例制度の推進（4．12．8 閣議決定、5．4．5 実施要領を次官等会
議申合せ）
市町村を対象とし、法律の制定又は改正を要しない範囲で、許認可、補助
金、地方債起債、機関委任事務等について特例措麿を講じる。15団体（20
町村）を指定 （5．11．16）。

○　 行革関連法律13件成立 （5．1．22～5．6．・18）
第 126回国会において、運転免許証、補助金、国民健康保険、エネルギー
、郵便貯金、電波等に係る法律が成立。

○　 行革関連法律4件成立 （5．9．17 ～6．1．29）
第128 回国会において、行政手続、環境に係る法律が成立。

○　 臨時行政改革推進薯議会 「当面の行財政改革に関する意見」（4．6．10）
①国民負担の在り方、②財政改革の推進、③行政の制度、組織、運営の改
革の推進、④既往の答申等の推進を提言。

○　 臨時行政改革推進審議会 「国際化対応・・国民生活重視の行政改革に関す
る第 3次答申」（4．臥19 答申、4．6．30対処方針閣議決定）
「豊さを実感できる国民生活重視型行政」と 「国際的責務を果たすことの
できる国際化対応の行政」を目指し、①制度・基準等の国際化、②消費者
重視の政策の確立、③地方分権特例制度の導入等を答申。

○　 臨時行政改革推進審議会 「最終答申」（5．10．27　答申）‘
平成 4年9月の総理からの諮問を受け、 「国民負担の増大抑制と財政基盤
の確立」、 「規制緩和の推進」、 「地方分権の推進」、 「公的金融、特殊
法人の改革」、 「総合的な政策展開が可能な行政システムの構築」等を提
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○　 行政改革推進本部の設置（6．1．21 閣議決定）
平成5年1．0月の 「最終答申」－の趣旨を踏まえ、行政改革の積極的な推進を
図るため、内閣に行政改革推進本部を設置。また、同本部の作業部会とし
て、 「住宅・土地作業部会」（6．2．23）、 「情報 ・通信作業部会」（6．3．9）
、 「輸入促進 ・市場アクセス改善・流通作業部会」（6．3．23）、 「地方分権
部会」（6．5．24）を各々設置したところ。

肺欄欄間間開聞間間閏 ，l・－1



言・㌫ニ亮芦三．－立「・㌫予言「．L「：．㌻∴‘㌍声∵「丁㌍岩音肯芯苛帯苛肯蒜肯苛芋昔茸苛苛両軍蒔蒔面西南両面両面南面両面軒葎
ェ．．．志ふ読品血品議題血威題出題

押間野澤冊1小L－．TI．ダ　1′l・FLI T▼1　117

l

ト⊃
止ゝ
UJ

l

事項 計画の概要 推進状況

第3節　 財政運営
1．地球社会と共存する生活
大国づくりと財政運営

社会資本の計画的整備

O　 「今後における行政改革の推進方策について」 （軋2．15　閣議決定）
規制緩和、地方分権、行政情報公開の推進、行政組織、特殊法人の等の改
革・合理化及び各般の改革課題について、中長期的観点を含め今後の改革
方策を決定。

（第 6章第3節　 「生活に関連した社会資本整備」　 参照）

（2）保健福祉 ・年金・医療各分野間におい O　 「社会保障制度審議会社会保障将来像委員会第一次報告一社会保障の理
て調和のとれた施策の展開 念等の見直しについて－」の公表（5．2．14）

（第 4章第 4節参照）

○　 医療保険審議会中間まとめの公表（5．6．23）
（第 4章第 4席 2．（3）参照）

○　 年金審議会が 「国民年金・厚生年金保険制度改正に関する意見」の取り
まとめ（5．10．12）
（第 4章第 4節 1．（7）参照）

O　 「高齢社会福祉ビジョン懇談会」報告（6．3．28）
（第 4章第 4節参照）

○　 老人福祉制度の改正（6．3．22 閣議決定）
（第 4章第 4節 1． （高齢者の傑健福祉施策の推進）参照）

○　 老人保健制度の改正（6．3．22 閣議決定）
（第4章第 4節 1． （高齢者の保健福祉施策の推進）参照）

●　 高齢者介護対策本部の設置（6．4．13）
（第 4章第 4節 1． （高齢者の保健福祉施策の推進）参照）

○　 年金制度の改正（6．3．18 閣議決定）
（第 4章第4節 1． （年金制度の改革）参照）

○　 地域保健対策の強化（6．3．22 閣議決定）
（第 4章第4節 2．（2）参照）　　 l
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事項 計画の概要 推進状況

2．財政改革の推進 地球社会と共存する生活大国づくりと

○　 健康保険制度等の改正（6．3．22 閣議決定）
（第 4茸第 4節 2．（3）参照）

○　 児童手当制度の改正（軋3．8　閣議決定）
（第 5章第 1節参照）

○　 平成 5年度予算 （5．3．31成立）
財政改革の両立 ・歳出規模は72兆3，548億円 （4年度当初比 0．2％増）

・公債依存度は11．2％ （4年度当初 10．1 ％）
・一般歳出公共事業関係費は 7兆 3，354億円 （4年度当初比 5．7％増）

○　 平成 5年度第 1次補正予算 （5．6．8成立）
・景気の足取りを確実なものとするため総規模13兆円を上回る5年度総合
経済対喪を決定 （5∴4．13）
・その実施のために補正予算において公共事業関係費等の追加等を実施
（5年度総合経済対策に関連する経費 2兆 3，223億円）

○　 平成 5年度第 2次補正予算（5．12．15成立）
・内需を中心とするインフレなき持続可能な成長経路への円滑な移行を図
るとともに、中長期的な課題の解決にも資するよう緊急経済対策を決定
（5．9．16）
・その実施のために、第 2次補正予算において公共事業関係費の追加等を
実施 （緊急経済対策に関連する経費 1兆0，335億円）

○　 平成 5年度第 3次補正予算（6．2．23成立）
・我が国経済を6年度中のできるだけ早い時期に本格的な回復軌道に乗せ
、7年度以降の安定成長を確実なものにするともに、本格的な高齢化社
会の到来への対応など中長期的な課題にも取り組んでいくため、総合経
済対策を決定（6．2．8）
・その実施のために、第 3次補正予算において公共事業関係費の追加等を
実施 （総合経済対策に関連する経費 1兆9，201億円）

○　 平成6年度予算（6．6．23成立）
・歳出規模は73兆0，817億円 （5年度当初比 1．0％増）
・公債依存度は18．7％ （5年度当初11．2％）
・一般歳出公共事業関係費は 7兆7，546億円 （5年度当初比 5．7％増）

頂轟蒜蒜表毎⊥義輝画商繭
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事項 計画の概要 推進状況

3．地方財政

＼

（1）財源の重点的かつ効率的な配分を行い O　 r平成5年度地方財政計画」（5．2．5閣議決定）
、政策課題に適切に対応 ・歳出規模は7醐臣＝ 52億円 （4年度比 2．8％増）
国・地方を通じる行財政の簡素効率化 ・投資的経費のうち地方単独事業の大幅な増額 （4年度比12．0％増）
と経費の節減・合理化により歳出極力 ・社会福祉のための単独施策に要する経費の充実 （4年度比 9．4％増）
抑制

（2）国と地方の機能分担 ・費用分担の在り

・森林、山村対策のための経費の創設 （約1，800 億円）
・国際化対策及び地域文化振興対策のための経費の拡充 （約1，500 億円）

○　 平成 6年度地方財政計画 （6．2．15閣議決定）
・歳出規模は80兆9，281億円 （5年度比 5．9％増）
・投資的経費のうち地方単独事業の大幅な増額 （5年度比12．0％増）
・社会福祉のための単独事業に要する経費の充実 （5年度比 臥0％増）
・国際化対策及び地域文化振興対策のための経費の拡充 （約1，鱒0億円）

○　 平成 5年度予算において、約 1，100億円の補助金等の「般財源化を実施

方についての検討、補助金等の整理合
理化

するとともに‾、補助金等の整理合理化により3，511億円を減額。

○　 平成 6年度予算案において、約520億円の補助金等の「般財源化を実施
するとともに、補助金等の整理合理化により2，682億円を減額

O　 「国の補助金等の整理及び合理化等に関する法律」・（5．3．29成立）
国の補助金等に係る以下の事項について、国と地方公共団体の機能分担、
費用負担の在り方等を勘案しつつ、一体的 ・統合的な検討を行い、補助率
等の恒久化等の所要の措置を講じた。
・公共事業等に係る補助率等について、体系化 ・簡素化等の観点から直轄
事業にあっては 2／3、補助事業にあ．っては 1／2を基本として恒久化する
こととし、平成5年度から通用
・義務教育費国庫負担金等のうち共済費追加費用等については、平成4年
度において、平成 4年度から6年度までの3年間で段階的に一般財源化
することとされていたが、これを平成 5年度において全額一般財源化
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事 項 計 画 め 概 要 推 進 状 況

4 ∴ 今 後 の 国 民 負 担 の 在 り方

ノ

（4）社 会 保 障 政 策 の 在 り 方 に つ い て の 国 民 O 　 「社 会 保 障 制 度 審 議 会 年 金 数 理 部 会 第 三 次 報 告 書 一 公 的 年 金 制 度 の 長 期
的 合 意 形 成 ‘ 的 安 定 を め ざ し て － 」 の 公 表 （4 ．9 ．17 ）

（第 4 章 第 4 節 1 ． （7 ）参 照 ）

O 　 「社 会 保 障 制 度 審 議 会 社 会 保 障 将 来 像 委 貞 会 第 一 次 報 告 「 社 会 保 障 の 理
念 等 の 見 直 し に つ い て ⊥ 」 の 公 表 （5 ．2 ．14 ）
（第 4 葦 第 4 節 参 照 ）

○　 年 金 改 革 に 関 す る 有 識 者 調 査 の 実 施 （4 年 度 ）
公 的 年 金 制 度 の 現 状 と 課 題 に つ い て 理 解 を 求 め る と と も に 、 年 金 制 度 の 改
正 の 在 り方 に つ い て 、 各 界 有 識 者 の 意 見 を 聴 き 、 次 期 制 度 改 正 の 参 考 に 資
す る こ と を 目 的 と し て 実 施 。 新 人 口 推 計 （平 成 4 年 9 月 推 計 ） 等 に 基 づ く
年 金 財 政 の 暫 定 試 算 も 公 表 。

○　 医 療 保 険 審 議 会 中 間 ま と め の 公 表 （5 ．6 ．2 3 ）
（第 4 章 第 4 節 2 ． （3）参 照 ）

○　 年 金 審 議 会 が 「国 民 年 金 ・厚 生 年 金 保 険 制 度 改 正 に 関 す る 意 見 」 の 取 り
ま と め （5 ．10 ．1 2 ）
（第 4 章 第 4 節 1 ． （7）参 照 ）

O 　 「社 会 保 障 制 度 審 議 会 年 金 数 理 部 会 第 四 次 報 告 書 一 財 政 再 計 算 と 情 報 の
公 開 に つ い て － 」 の 公 表 （5 ．12 ．2 0 ）
（第 4 章 第 4 節 1 ∴ （7）参 照 ）

○　 平 成 8 年 財 政 再 計 算 結 果 の 公 表 （6 ．2 ．2 2 ）
厚 生 年 金 、 国 民 年 金 及 び 基 礎 年 金 の 財 政 見 通 し等 に つ い て 公 表

O 　 「高 齢 社 会 福 祉 ビ ジ ョ ン 懇 談 会 」 報 告 （6 ．3 ．2 8 ）
（第 4 章 第 4 節 参 照 ）
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事項 計画の概要 推進状況

第4節　 金融政策
1．金融の自由化 ・国際化の

（5）税制の在り方について幅広く検討

（1）金融の自由化 ・国際化推進のための諸

○　 税制調査会答申 「今後の税制のあり方についての答申一公正で活力ある
高齢化社会を目指して⊥」のとりまとめ （5．，11．19）
高齢化の加速 ・進展等の経済社会の推移を踏まえ、 「公正で活力ある高齢
化社会」を実現するためには、世代を通じた税負担の平準化等を図る必要
があることから、個人所得課税については累進性の緩和等による税負担の
大幅な軽減を行い、消費課税のウエイトを高めること等により、所得、消
費、資産のバランスのとれた税体系を構築することが必要であることを指
摘した答申のとりまとめ。

○　 所得減税を含む税制改革について引き続き検討を行い、年内にその実現
を図る（総合経済対策（6．2．8），対外経済改革要綱（6．3．29））。

○　 税制調査会答申 「税制改革についての答申」のとりまとめ （6．6．21）
昨年11月の 「中期答申」で示された方向での税制改革の具体化を推進し、
高齢化による公共サービスの増加に伴う税負担の増加の必要性を国民に求
めていくこと、及び、国 ・地方を通じた行財政改革の実施の必要性を指摘
した答申のとりまとめ．。

O 「経済審議会金融 ・資本市場検討委員会」報告（5．10．1）
．推進 措置の実施 金融の自由化・国際化の背景と進展状況について分析するとともに、主と

して生活者 ・消費者の立場から、今後の金融の自由化・国際化の推進に当
たり留意すべき事項について検討

○　 金融制度改革の実施
・業態別子会社方式により、銀行等の証券業務及び信託業務への参入並び
に証券会社の銀行業務及び信託業務への参入が可能となづ1た
・証券取引法の有価証券の定義の整備、公募概念の見直し、私募について
の法整備及び情報開示制度の充実
・信用金庫等協同組織金融機関の業務規制の緩和
・・銀行等が経営の健全性を判断するための基準に係る規定を設けるはか、
弊害防止措置等を講ずる
（金融制度及び証券取引制度の改革のための関係法律の整備等に関する
法律［5．4．1施行］）
・証券子会社3社が営業開始 （5．7．26）、吉正券子会社2社が営業開始 （5．
11．1）
・信託銀行子会社5社が営業開始 （5．10．1）、信託銀行子会社2社が営業
開始 （軋4．1）

●
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事項 計画の概要 推進状況

○　 預貯金金利め自由化
・小口M M C 最低頚入金額制限（50万円 ）の撤廃 （4．6．22）
・新型貯蓄預貯金及び市場金利連動型定期積金の導入、積立郵便貯金の市
場金利連動型化 （4．6．22）
・定期預貯金及び定額郵便貯金金利自由化の実施、並びに小口M M C の廃
止 （5．軋21）
・通常貯蓄貯金の最低残高制限額の引下げ及び通常貯蓄貯金と通常貯金と
の間のスウィングサービスの実施 （5．10．18）
・貯蓄預金の最低預入残高制限の引下げ及び貯蓄預金と普通預金との間の
スウィングサービスの実施 （5．10．18）
・・期間 3年までの変動金利預金、期間4年までの固定金利預金 （中長期預
金）の導入 （5．10．18）
・流動性預貯金金利の自由化について、大蔵省と郵政省が平成 6年10月日
速の実施を合意 （6．4．8）

○　 金融 ・廃木市場の整備 ・拡充

・実績配当型合同運用金銭信託の導入 （4年度総合経済対策をうけて、 4
年11月に導入）
・社債発行限度規制の撤廃及び受託制度の見直し等を柱とする社債関連法
の改正を含むイ商法等の一部を改正する法律」を施行　 （5．10．1）
・公募債の適債基準の緩和 （5．4．1）
・5年債の発行 （5年度緊急経済対策をうけて5年11月に発行）
・変動利付債の発行 （5年度緊急経済対策をうけて6年 4月に発行）
・デュアル・カレンシ「債の発行 （6．3．30）
・居住者の外貨建海外預金等に係る許認可不要限度額の引き上げ等の外為
法上の規制緩和措置を発表 （6．2．9）
・ノンバンクのC P発行を解禁 （5．6．30）
・保険会社のC P 発行を解禁 （6．4．1）

○　 店舗設痘数規制の原則撤廃等の緩和措置を内容とする、イ平成 5年度及

び6年度における金融機関の店舗設置等の取扱いについて」通達を発出
（5．5．20）
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事項 l 計画の概要 推進状靭

（2）金敵システムの安定性 ・信頼性確保の

○　 証券市場の活性化のための方策
・証券市場の活性化等についての方策を決定 （4年度総合経済対策、5年
度総合経済対策）
・時価発行公募増資の再開に向けての環境整備等の証券市場 ・証券取引に
係る手続きの簡素化、規制の緩和等の措置を発表（5．12．22）
・証券市場の活性化についての方策を決定 （6．2．8　5年度総合経済対策）
・自己株式の取得等の規制緩和を内容とする 「商法及び有限会社法の一部
を改正する法律案」を第129国会に提出
・自己株式取得等の規制緩和に伴う証券取引制度の整備を内容とする 「証
券取引法の一部を改正する法律案」を第129国会に提出

○　 証券市場の公正性確保のための方策
ための環境整備、行政の透明性確保

l

・証券取引等監視委貞会の設置及び証券業協会等自主規制機関の機能強化
等 （証券取引等の公正を確保するための証券取引法等の一部を改正する
法律［4．7．20 施行 ］）

○　 金融システムの安定性確保のための方策
こ金融システムの安定性確保と効率化の推進を図るため、 「金融行政の当
面の運営方針」を公表 （4．8．18）
・金融システムの安定性確保のための方策 （4年度総合経済対策）
・「金融行政の当面の運営方針」・の実施状況を公表 （4．10．30）
・民間金融機関による （株）共同債権買取機構設立 （5．1．27 162の金融機
関が参加、 5．3～6．3 の買取実績 ：件数 2，120件、債権額面45，200億円
）
・「金融機関の融資対応についての所見」－を公表 （5．2．8）
・金融システムの安定性確保のための方策 （5年度総合経済対策）．
・金融の円滑化のための方策 （5年度緊急経済対策）
・金融システムの安定性を確保しつつ、金融機関が期待される役割を十全
に発揮できるようにするため、 「金融機関の不良資産問題についての行
．政上の指針」を公表 （6．2．8）
・不良資産の処理促進のための方策　 （6年度総合経済対策）

● ●
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事項 計画の概要 推進状況

2 ．金融政策の運営

ノ‘
ノ1

金融政策の機動的運営

○　 デ ィスクロー＿ジャーの推進
・民間金融機関による破綻先債権額等のデ ィスクロージャーの実施
（金融制度調査会デ ィスクロージャーに関する作業部会中間報告 「金融機
関の資産の健全性に関する情報開示について」 （4．12．2）の趣旨に沿い
、昨年 3 月期より実施）
・金融制度調査会 「金融機関のデ ィスクロージャ二に関する作業部会」が
中間報告 「デ ィスクロージャー誌の充実について一開示内容の充実 川
スク管理情報 ・子会社情報を中心に）と記載方法等の改善」を公表
（6．3．25）　　　　　　　　　　 、

○　 日本銀行は、平成 5 年 2 月 4 日、 9 月21E眠 公窟歩合を引き下げた。

3．25％一一一→ 2．5％・・・一一→ 1．75％
（5．2．4） （5．9．2ト）
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